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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。  

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。  

３ 従業員数の下段に表示している人員数は、参考情報として持分法適用の非連結子会社の人員を含んだもので

ある。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第110期

当第１四半期連結累計(会計)期間
第109期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 2,347,251 10,824,238

経常利益 (百万円) 82,467 766,400

四半期(当期)純利益 (百万円) 52,798 482,261

純資産額 (百万円) 3,923,245 3,849,443

総資産額 (百万円) 12,307,892 11,939,482

１株当たり純資産額 (円) 879.36 860.17

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 12.96 117.76

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― 117.56

自己資本比率 (％) 29.1 29.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 42,733 1,342,284

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △252,190 △867,623

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 51,164 △307,002

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 459,688 584,102

従業員数 (人)
160,469 159,227

164,827 163,099
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当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1) 連結会社における状況 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は( )内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で表示して

いる。 

２ 上記のうち、販売金融事業の従業員数は  2,276( 1,855)人である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は( )内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で表示している。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 160,469 (21,448)

従業員数(名) 30,934 (  328)
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 
  

 
(注) １ 台数集約期間は、中国は平成20年１月から平成20年３月まで、その他の９ヶ国は平成20年４月から平成20年

６月までである。 

２ フォークリフトの実績を除く。 

  

(2) 受注状況 

当社グループの受注生産は僅少なので受注状況の記載を省略する。 

  

(3) 販売実績 
  

 
(注) １ 台数集約期間は、その他在外に含まれる中国、台湾は平成20年１月から平成20年３月まで、日本、北米、欧

州、並びに中国、台湾を除くその他在外は平成20年４月から平成20年６月までである。 

２ フォークリフトの実績を除く。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

会社所在地

生産台数(台)

当第１四半期連結累計期間

 日本 317,943 

 米国 146,168 

 メキシコ 126,172 

 英国 104,933 

 スペイン 50,963 

 南アフリカ 6,586 

 インドネシア 7,657 

 タイ 17,534 

 中国 90,576 

 ブラジル 1,347 

合計 869,879 

仕向地

販売台数(連結売上台数：台)

当第１四半期連結累計期間

 日本 146,239 

 北米 286,533 

 欧州 162,022 

 その他在外 250,132 

合計 844,926 
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当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものである。 

  

(1) 業績の状況 

概 要 

当第１四半期連結会計期間における当社グループの業績は、売上高２兆3,473億円、営業利益799億円

となり、売上高営業利益率は3.4％となった。 

営業外損益は26億円の収益となった。これには、持分法による投資利益111億円と為替差損61億円が

含まれる。その結果、経常利益は825億円となった。特別損益は72億円の損失となった。これには、固

定資産廃棄損23億円と減損損失22億円が含まれる。税金等調整前四半期純利益は753億円となり、法人

税等200億円と少数株主利益25億円により、当四半期純利益は528億円となった。 
  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

a．自動車事業 

当社グループの全世界における自動車販売台数（小売り）は、936千台と前第１四半期連結会計期間

に比べ61千台（6.9％）増加となった。日本国内では、前年度比2.2％減の148千台、米国・メキシコ・

カナダを含む北米では前年度比1.9％増の330千台、欧州では前年度比0.2％増の156千台となり、一般海

外市場は、前年度比23.6％増の302千台となった。 

自動車事業の業績は、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、２兆1,797億円となり、営業

利益は、523億円となった。 

b．販売金融事業 

販売金融事業の売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、1,798億円、営業利益は、210億円と

なった。 
  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

a．日本 

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、１兆1,732億円、営業利益は283億円 

b．北米 

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、9,071億円、営業利益は101億円 

c．欧州 

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、5,001億円、営業利益は110億円 

d．その他在外 

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、4,705億円、営業利益は230億円 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により

427億円の増加、投資活動により2,522億円の減少、財務活動により512億円の増加、また現金及び現金

同等物に係る換算差額により254億円増加した結果、1,329億円の減少となった。その結果、当第１四半

期連結会計期間末残高は4,597億円となった。 
  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によって生み出された資金は427億円で、これはたな卸資産の増加等があったものの、主と

して税金等調整前四半期純利益、販売金融債権の減少等によるものである。 
  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による支出は2,522億円で、これは主として固定資産の取得による支出、リース車両の取得

による支出等によるものである。 
  

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によって生み出された資金は512億円で、これは短期借入金の減少、長期借入金の返済、配

当金の支払い等があったものの、主として長期借入金による収入等によるものである。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が、事業上及び財務上の

対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

  

(4) 研究開発活動 

当社グループは、お客様の期待に応えるクルマを提供し、地球環境保全や安全性に優れた技術を創出

することを目標に、研究開発活動を行っている。 

当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の金額は1,041億円である。 

  

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第１四半期連結会計期間において、日本、アメリカ、西欧の全体需要が落ち込む中で、当社グルー

プの全世界における自動車販売台数（小売り）は936千台となり、前年度比6.9％増となった。また、グ

ローバルで３車種の新型車、「ティアナ」、「マキシマ」、そして「インフィニティFX」を投入した。

国内の全体需要が前年度比1.9％減少した中で、当社グループの国内販売台数は、前年度比2.2％減の

148千台となり、市場占有率は12.5％となった。 

米国の全体需要は12.0％減少と大きく落ち込む一方で、当社グループの販売台数は1.5％減の253千台

となり、市場占有率は6.6％となった。メキシコとカナダを含む北米市場では、前年度比1.9％増の330

千台となった。 

欧州の販売台数は、西欧の全体需要が低迷する中、ロシア向け販売が引続き好調により、前年度比

0.2％増の156千台となり、市場占有率は2.6％となった。 

拡大を続ける一般海外市場の販売台数は、前年度比23.6％増の302千台となった。その内、中東の販

売台数が前年度比59.4％増の65千台、中国の販売台数が前年度比26.3％増の132千台となった。 

当第１四半期連結会計期間においては、為替の円高影響や原材料価格の高騰、米国経済減速による全

体需要の落ち込みとガソリン価格高騰による需要の変化が収益を圧迫することになった。一般海外市場

における販売台数の増加や購買原価低減活動により、収益に与える影響は軽減できているが、米国全体

需要の落ち込みや需要の変化は想定を上回っており、引き続き動向を注視していく必要がある。また、

当社グループは、北米の生産体制を迅速かつ柔軟に変更していくことで、現在の米国における需要の変

化に対処する予定である。 

当社グループの新たな経営計画である「日産ＧＴ ２０１２」は、「成長」及び「信頼」を主眼とし

た平成２０年度から平成２４年度にわたる５ヵ年計画となっている。これは、より長期的な展望で、こ

れからの当社の成長と社会の持続的な発展に寄与するという当社の目指す姿の両立を追及している。当

社の成長に伴い、全てのステークホルダーとの信頼関係を更に強化することを目指している。 

「日産ＧＴ ２０１２」には、３つのコミットメントとその方策として５つのブレークスルーを掲げ

ている。当第１四半期連結会計期間から中期経営計画達成に向けて着実に取り組んでいる。 

  

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により427億円の増加、投資活動によ

り2,522億円の減少、財務活動により512億円の増加、また現金及び現金同等物に係る換算差額により

254億円増加した結果、現金及び現金同等物は1,329億円の減少となった。その結果、当第１四半期連結

会計期間末残高は4,597億円となった。 

営業活動 

営業活動によって生み出されたキャッシュは427億円で、主に税金等調整前四半期純利益、販売金融

債権の減少によるものである。 
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投資活動 

投資活動による支出は2,522億円で、その主なものは固定資産の取得による支出、リース車両の取得

による支出によるものである。 

財務活動 

財務活動によって生み出されたキャッシュは512億円で、その主なものは長期借入金及び社債の発行

による資金調達である。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等の計画

について、重要な変更はない。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はな

い。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれていない。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

  

第１回新株予約権(平成15年５月７日発行) 
  

 
※ ① 新株予約権を保有する者(以下、「新株予約権者」という。)が新株予約権の行使が可能となる日まで当社又は

当社子会社若しくは関連会社等に継続して雇用されており又は委任関係を保持していること。 
② 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
③ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
なお、上記①から③の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000,000

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,520,715,112 4,520,715,112
東京証券取引所 

 市場第一部 
 ナスダック（米国）

―

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 65,091個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 6,509,100株

新株予約権の行使時の払込金額 93,200円(１株当たり932円)

新株予約権の行使期間 
平成17年５月８日から
平成22年５月８日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格                932円
資本組入額              466円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―
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第２回新株予約権(平成16年４月16日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権を保有する者(以下、「新株予約権者」という。)が新株予約権の行使が可能となる日まで当社又は

当社子会社若しくは関連会社等に継続して雇用されており又は委任関係を保持していること。 
③ 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
④ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
なお、上記②から④の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

  

第３回新株予約権(平成17年４月25日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権を保有する者(以下、「新株予約権者」という。)が新株予約権の行使が可能となる日まで当社又は

当社子会社若しくは関連会社等に継続して雇用されており又は委任関係を保持していること。 
③ 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
④ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
なお、上記②から④の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 91,799個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 9,179,900株

新株予約権の行使時の払込金額 120,200円(１株当たり1,202円)

新株予約権の行使期間 
平成18年４月17日から
平成25年６月19日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格              1,202円
資本組入額       601円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 80,765個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 8,076,500株

新株予約権の行使時の払込金額 111,900円(１株当たり1,119円)

新株予約権の行使期間 
平成19年４月26日から
平成26年６月23日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格       1,119円
資本組入額       560円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―
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第４回新株予約権(平成18年５月８日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権を保有する者(以下、「新株予約権者」という。)が新株予約権の行使が可能となる日まで当社又は

当社子会社若しくは関連会社等に継続して雇用されており又は委任関係を保持していること。 
③ 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
④ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
なお、上記②から④の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 
  

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行している。 

  

第５回新株予約権(平成19年５月８日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権者が、当社又は当社子会社若しくは関連会社等（以下、「当社等」という）に継続して雇用されて

おり又は委任関係を保持していること。 
③ 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
④ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
⑤ 新株予約権者が法令又は当社等の諸規則に違反した場合は、新株予約権を行使することができないものとす

る。 
⑥ 新株予約権者が当社等の就業規則に定める出勤停止以上の懲戒処分を受けた場合は、新株予約権を行使するこ

とができないものとする。 
⑦ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。 
なお、上記②から⑦の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 79,068個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 7,906,800株

新株予約権の行使時の払込金額 152,600円(１株当たり1,526円)

新株予約権の行使期間 
平成20年５月９日から
平成27年６月20日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格       1,526円
資本組入額       763円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 6,800個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 680,000株

新株予約権の行使時の払込金額 133,300円(１株当たり1,333円)

新株予約権の行使期間 
平成21年５月９日から
平成28年６月26日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格       1,333円
資本組入額       667円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―
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第６回新株予約権(平成19年12月21日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権者が、当社又は当社子会社若しくは関連会社等（以下、「当社等」という）に継続して雇用されて

おり又は委任関係を保持していること。 
③ 当社の業績が一定の水準を満たすこと。 
④ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
⑤ 新株予約権者が法令又は当社等の諸規則に違反した場合は、新株予約権を行使することができないものとす

る。 
⑥ 新株予約権者が当社等の就業規則に定める出勤停止以上の懲戒処分を受けた場合は、新株予約権を行使するこ

とができないものとする。 
⑦ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。 
なお、上記②から⑦の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

  

第７回新株予約権(平成20年５月16日発行) 
  

 
※ ① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
② 新株予約権者が、当社又は当社子会社若しくは関連会社等（以下、「当社等」という）に継続して雇用されて

おり又は委任関係を保持していること。 
③ 新株予約権者が個々に設定されている業績目標等を達成すること。 
④ 新株予約権者が法令又は当社等の諸規則に違反した場合は、新株予約権を行使することができないものとす

る。 
⑤ 新株予約権者が当社等の就業規則に定める出勤停止以上の懲戒処分を受けた場合は、新株予約権を行使するこ

とができないものとする。 
⑥ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。 
なお、上記②から⑥の条件の詳細及びその他の条件は、取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 3,600個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 360,000株

新株予約権の行使時の払込金額 120,500円(１株当たり1,205円)

新株予約権の行使期間 
平成22年４月１日から
平成29年６月19日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格       1,205円
資本組入額          603円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 36,200個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 3,620,000株

新株予約権の行使時の払込金額 97,500円(１株当たり975円)

新株予約権の行使期間 
平成22年５月17日から
平成30年４月23日まで

新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び 
資本組入額 

発行価格      975円
資本組入額       488円 

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―
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(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

アライアンス・バーンスタイン株式会社より大量保有報告書等の写しの送付があり、平成20年４月30

日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けたが、当社として当第１四半期会計期間末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができない。 

なお、その大量保有報告書等の内容は以下のとおりである。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日 

― 4,520,715 ― 605,813 ― 804,470

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

アライアンス・バーンスタイ
ン・エル・ピー 

1345 アベニュー・オブ・ジ・アメリカ
ズ，ニューヨーク，N.Y. 10105 U.S.A. 

408,350 9.03

アクサ・ローゼンバーグ証券投
信投資顧問株式会社 

東京都港区白金１丁目17番３号 11,207 0.25

アライアンス・バーンスタイン
株式会社 

東京都千代田区大手町１町目５番１号 10,643 0.24

計 ― 430,200 9.52
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できないので、直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載をしている。 

① 【発行済株式】 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20,800株(議決権208個)及び実質的に所

有していない当社名義の株式1,000株(議決権10個)が含まれている。 

２ 単元未満株式数には、当社所有の自己株式14株、相互保有株式30株が含まれている。 

  

単元未満株式の相互保有株式  

平成20年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「所有株式数」のうち、「他人名義」で所有している株式数は、当社取引先持株会名義(住所：東京都中央

区銀座６―17―１)で所有している相互保有会社の持分に相当する株数である。(100株未満は切捨てて表示

してある。) 

２ このほかに、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)

ある。 

  なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

137,133,800 
― ― 

(相互保有株式)
普通株式 

176,400 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式

4,382,544,800 43,825,448 
―

単元未満株式 
普通株式

860,112 
― ―

発行済株式総数 4,520,715,112 ― ― 

総株主の議決権 ― 43,825,448 ― 

所有者の氏名又は名称 所有株式数(株)

甲斐日産自動車㈱ 30

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日産自動車㈱ 

神奈川県横浜市神奈川区
宝町２ 

137,133,800 ― 137,133,800 3.03

(相互保有株式) 

高知日産プリンス販売㈱ 高知県高知市旭町２―21 28,600 60,300 88,900 0.00

甲斐日産自動車㈱ 山梨県甲府市上今井町706 37,800 28,100 65,900 0.00

日産プリンス香川販売㈱ 香川県善通寺市生野町1037 ― 16,600 16,600 0.00

香川日産自動車㈱ 
香川県高松市花園町
１―１―８ 

4,800 ― 4,800 0.00

計 137,205,000 105,200 137,310,200 3.04
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、取締役及び監査役の

異動はない。 

  

２ 【株価の推移】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高(円) 932 995 998

最低(円) 799 865 870

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(自平成20年４

月１日 至平成20年６月30日)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半

期レビューを受けている。 

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監

査法人から名称変更している。 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
（1）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 453,790 570,225

受取手形及び売掛金 786,629 688,300

販売金融債権 3,245,174 3,234,433

有価証券 16,371 24,643

製品 937,547 709,798

原材料 133,834 122,837

仕掛品 141,550 130,406

その他のたな卸資産 44,994 42,124

その他 982,696 851,367

貸倒引当金 △82,821 △79,909

流動資産合計 6,659,764 6,294,224

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 703,753 709,149

機械装置及び運搬具（純額） ※2  2,592,912 ※2  2,517,838

土地 710,023 720,370

建設仮勘定 154,557 153,909

その他（純額） 523,104 525,286

有形固定資産合計 ※1  4,684,349 ※1  4,626,552

無形固定資産 ※3  182,881 ※3  186,346

投資その他の資産   

投資有価証券 420,962 452,169

その他 364,617 384,984

貸倒引当金 △4,681 △4,793

投資その他の資産合計 780,898 832,360

固定資産合計 5,648,128 5,645,258

資産合計 12,307,892 11,939,482
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（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,102,882 1,119,430

短期借入金 910,572 988,342

1年内返済予定の長期借入金 766,087 666,844

コマーシャル・ペーパー 1,016,208 951,843

1年内償還予定の社債 100,000 149,998

リース債務 71,725 75,554

未払費用 556,239 563,672

製品保証引当金 94,808 91,151

その他 ※4  584,452 635,782

流動負債合計 5,202,973 5,242,616

固定負債   

社債 836,091 772,725

長期借入金 1,325,261 1,050,889

リース債務 76,740 85,389

製品保証引当金 116,189 112,522

退職給付引当金 187,812 177,485

役員退職慰労引当金 2,954 3,883

その他 636,627 644,530

固定負債合計 3,181,674 2,847,423

負債合計 8,384,647 8,090,039

純資産の部   

株主資本   

資本金 605,814 605,814

資本剰余金 804,470 804,470

利益剰余金 2,746,902 2,726,859

自己株式 △269,680 △269,003

株主資本合計 3,887,506 3,868,140

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,223 5,750

繰延ヘッジ損益 △1,973 △8,471

為替換算調整勘定 △297,549 △441,820

その他 △12,607 81,365

評価・換算差額等合計 △305,906 △363,176

新株予約権 1,864 1,714

少数株主持分 339,781 342,765

純資産合計 3,923,245 3,849,443

負債純資産合計 12,307,892 11,939,482
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（2）【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 2,347,251

売上原価 1,885,345

売上総利益 461,906

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 63,577

製品保証引当金繰入額 20,755

販売諸費 84,735

給料及び手当 98,905

貸倒引当金繰入額 12,800

その他 101,188

販売費及び一般管理費合計 381,960

営業利益 79,946

営業外収益  

受取利息 6,980

受取配当金 485

持分法による投資利益 11,081

雑収入 4,341

営業外収益合計 22,887

営業外費用  

支払利息 7,990

為替差損 6,088

雑支出 6,288

営業外費用合計 20,366

経常利益 82,467

特別利益  

固定資産売却益 626

貸倒引当金戻入額 477

その他 892

特別利益合計 1,995

特別損失  

固定資産廃棄損 2,278

減損損失 2,213

北米会社の退職給付債務計算基準日変更に伴う損
失

1,949

その他 2,737

特別損失合計 9,177

税金等調整前四半期純利益 75,285

法人税等 20,000

少数株主利益 2,487

四半期純利益 52,798
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 75,285

減価償却費（リース車両除く固定資産） 113,289

減価償却費（長期前払費用） 6,194

減価償却費（リース車両） 80,295

減損損失 2,213

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,399

投資勘定の評価減 37

受取利息及び受取配当金 △7,465

支払利息 33,741

固定資産売却損益（△は益） △174

固定資産廃棄損 2,278

投資有価証券売却損益（△は益） △85

売上債権の増減額（△は増加） △24,784

販売金融債権の増減額（△は増加） 129,320

たな卸資産の増減額（△は増加） △194,186

仕入債務の増減額（△は減少） △45,517

退職給付会計基準変更時差異の処理額 2,743

退職給付費用 15,017

退職給付引当金の取崩による支払額 △11,658

その他 △59,732

小計 118,210

利息及び配当金の受取額 6,626

利息の支払額 △29,746

法人税等の支払額 △52,357

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,733

投資活動によるキャッシュ・フロー  

短期投資の純増減額（△は増加） 908

固定資産の取得による支出 △110,825

固定資産の売却による収入 13,196

リース車両の取得による支出 △216,271

リース車両の売却による収入 143,784

長期貸付けによる支出 △5,043

長期貸付金の回収による収入 492

投資有価証券の取得による支出 △9,113

投資有価証券の売却による収入 405

その他 △69,723

投資活動によるキャッシュ・フロー △252,190
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △118,152

長期借入れによる収入 416,239

社債の発行による収入 43,336

長期借入金の返済による支出 △134,168

社債の償還による支出 △50,010

少数株主からの払込みによる収入 53

自己株式の取得による支出 △6

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △23,826

配当金の支払額 △81,496

少数株主への配当金の支払額 △810

その他 4

財務活動によるキャッシュ・フロー 51,164

現金及び現金同等物に係る換算差額 25,438

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △132,855

現金及び現金同等物の期首残高 584,102

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  459,688
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】         

  

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

新規設立により子会社となった日産カナダエクステンディッドサービス社他２社については、当第１四半期連

結会計期間より連結の範囲に含めた。前連結会計年度では非連結子会社であった日産マニュファクチュアリング

ロシア社他４社については、重要性が増加したことにより、当第１四半期連結会計期間より連結子会社とした。

また、前連結会計年度では連結子会社であった日産部品南九州販売(株)他３社は合併により消滅した。 

(2)変更後の連結子会社の数 

198社 

２ 持分法の適用に関する事項の変更 

  持分法適用非連結子会社 

①持分法適用非連結子会社の変更 

前連結会計年度では持分法非適用関連会社であったオートモーティブ・エナジー・サプライ(株)は、株式の追

加取得により持分法適用非連結子会社となった。前連結会計年度では持分法非適用非連結子会社であったワール

ドロジスティックサービス(USA)社他８社は重要性が増加したことにより、当第１四半期連結会計期間より持分

法適用の範囲に含めた。また、前連結会計年度では持分法適用非連結子会社であった日産北海道サービスセンタ

ー(株)は合併により消滅し、広州日産貿易有限公司は重要性がなくなったため、持分法適用の範囲から除外し

た。 

②変更後の持分法適用非連結子会社の数 

 39社 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

(1)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号平成18年５月17日）を適用している。 

これにより、売上高は39,593百万円減少、売上総利益は33,625百万円減少、営業利益は862百万円増加、経常

利益は1,125百万円増加、税金等調整前四半期純利益は1,151百万円増加、四半期純利益は970百万円増加してい

る。 

また、この変更により、期首時点において、株主資本合計は47,114百万円増加、評価・換算差額等合計は

87,892百万円減少、少数株主持分は898百万円減少、純資産合計では41,676百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

(2)販売奨励金の計上区分 

従来、販売奨励金について、米国とメキシコの連結子会社は、売上高から控除する方法を、提出会社及びその

他の連結子会社は、販売費及び一般管理費に計上する方法を採用していたが、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）の適用により、在外連結

子会社の販売奨励金が売上高から控除する方法に統一されることに伴い、連結会社間の会計処理の統一を図り、

売上高をより適正に表示するため、当第１四半期連結会計期間より提出会社及び国内連結子会社の販売奨励金を

売上高から控除する方法に変更した。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較し、売上高及び売上総利益が3,061百万円減少しているが、

販売費及び一般管理費も同額減少しているため、営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益、四半期純利

益に与える影響はない。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

(法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法) 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生

状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっている。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

(税金費用の計算) 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。   

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
4,452,705百万円 

 上記にはリース資産(借主)の減価償却累計額

194,229百万円が含まれている。 

２ ※２ 「機械装置及び運搬具」には、リース契約に

よる資産(貸主)が1,668,441百万円含まれてい

る。 

３ 保証債務等の残高 

(1) 保証債務 

 
※ 主に、貸倒実績率を基に貸倒引当金を計上している。

(2) 保証予約 

 
―――――――― 

４ ※３ 「無形固定資産」にはのれんが81,613百万円

含まれている。 

５ ※４ 流動負債の「その他」には未払法人税等が

76,108百万円含まれている。 

 

 

被保証者 保証債務残高 保証債務の内容 

従業員 ※139,555百万円
借入金(住宅資金

等)の債務保証 

在外販売会社 
   38社 

4,333 
借入金等の債務保

証 

他  12社 

計 143,888 

被保証者 保証予約残高 保証予約の内容 

ひびき灘開発㈱ 830百万円 借入金の保証予約

 
 

 

 

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
4,355,940百万円 

 上記にはリース資産(借主)の減価償却累計額

197,954百万円が含まれている。 

２ ※２ 「機械装置及び運搬具」には、リース契約に

よる資産(貸主)が1,598,643百万円含まれてい

る。 

３ 保証債務等の残高 

(1) 保証債務 

 
※ 主に、貸倒実績率を基に貸倒引当金を計上している。

(2) 保証予約 

 
(3) 遡及義務のある譲渡済割賦債権の未決済残高 

3,470百万円 

４ ※３ 「無形固定資産」にはのれんが83,466百万円

含まれている。 

―――――――― 

被保証者 保証債務残高 保証債務の内容 

従業員 ※142,926百万円
借入金(住宅資金

等)の債務保証 

在外販売会社
   196社 

36,948 
借入金等の債務保

証 

他  10社 

計 179,874 

被保証者 保証予約残高 保証予約の内容 

ひびき灘開発㈱ 847百万円 借入金の保証予約
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   ＊在外会社の容易に換金可能な短期投資 

  
  （平成20年６月30日）

現金及び預金勘定 453,790百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,153 

有価証券勘定の内、現金同等物に含まれるもの（＊） 16,051 

現金及び現金同等物 459,688 
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 新株予約権を行使することができる期間の初日が到来していない新株予約権の残高は102百万円である。 

  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
(注) 配当金の総額は、ルノーに対する配当金の内、ルノー株式に占める当社持分相当の配当金を控除したものであ

る。 

  

  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

  当第１四半期連結会計期間において、該当事項はない。  

  

株式の種類
当第１四半期連結会計期間末

株式数（千株）

普通株式 4,520,715

株式の種類
当第１四半期連結会計期間末

株式数（千株）

普通株式 447,746

会社名 新株予約権の内訳
当第１四半期連結会計期間末残高

(百万円)

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプションとしての新株予約権 1,864

合計 1,864

（決議） 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 81,496 20 平成20年３月31日 平成20年６月26日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
  (注) １ 事業の種類の区分は、製品の種類、性質、販売市場等の類似性を考慮して行っている。 

  ２ 各事業区分の主要製品等 

   (1) 自動車………乗用車、トラック、バス、フォークリフト、海外生産用部品等 

   (2) 販売金融……クレジット、リース等 

  ３ 会計処理基準に関する事項の変更 

   (1) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第18号平成18年５月17日）を適用している。 

これにより、自動車事業で売上高は39,593百万円減少し、営業利益は862百万円増加している。 

   (2) 販売奨励金の計上区分 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より提出会社及び国内連結子会社の販売奨励金を売上高から控除する方法に変更し

た。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較し、自動車事業の売上高は、3,061百万円減少して

いる。 

  

自動車 
(百万円)

販売金融
(百万円)

計
(百万円)

消去 
(百万円)

連結
 (百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

2,170,500 176,751 2,347,251 ― 2,347,251

 (2) セグメント間の 
   内部売上高 

9,206 3,059 12,265 (12,265) ―

計 2,179,706 179,810 2,359,516 (12,265) 2,347,251

 営業利益 52,256 21,017 73,273 6,673 79,946
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  (注) ４ 自動車事業セグメントと販売金融事業セグメントを区分した四半期連結財務諸表 

   ・販売金融事業は(株)日産フィナンシャルサービス(日本)、米国日産販売金融会社(米国)、エヌアール

     ファイナンスメキシコ(メキシコ)他７社の計10社及びカナダ日産自動車会社の販売金融事業(カナダ)

     で構成されている。 

   ・自動車事業及び消去の数値は連結値から販売金融事業の数値を差し引いたものとしている。 

  

（1）自動車事業セグメントと販売金融事業セグメントを区分した要約第１四半期連結貸借対照表 

 
 (注) １ 「自動車事業及び消去」の販売金融債権は販売金融会社による製品在庫に関わるグループ 

       内融資の消去額を表している。 

    ２ 「自動車事業及び消去」の借入金は「販売金融事業」への貸付金910,113百万円の消去 

       後で表示している。 

  

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

自動車事業
及び消去 
(百万円)

販売金融事業
(百万円)

連結計 
(百万円)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産 
  現金及び預金 441,303 12,487 453,790 
  受取手形及び売掛金 786,455 174 786,629 
  販売金融債権 △ 35,616 3,280,790 3,245,174 
  棚卸資産 1,225,313 32,612 1,257,925 
  その他の流動資産 578,188 338,058 916,246 
   流動資産合計 2,995,643 3,664,121 6,659,764 

Ⅱ 固定資産 
  有形固定資産 3,018,997 1,665,352 4,684,349 
  投資有価証券 419,473 1,489 420,962 
  その他の固定資産 419,226 123,591 542,817 
   固定資産合計 3,857,696 1,790,432 5,648,128 

資産合計 6,853,339 5,454,553 12,307,892 
(負債の部)

Ⅰ 流動負債 
  支払手形及び買掛金 1,069,838 33,044 1,102,882 
  短期借入金 △ 10,566 2,803,433 2,792,867 
  リース債務 71,552 173 71,725 
  その他の流動負債 1,079,576 155,923 1,235,499 
   流動負債合計 2,210,400 2,992,573 5,202,973 

Ⅱ 固定負債 
  社債 348,213 487,878 836,091 
  長期借入金 242,428 1,082,833 1,325,261 
  リース債務 76,182 558 76,740 
  その他の固定負債 564,441 379,141 943,582 
   固定負債合計 1,231,264 1,950,410 3,181,674 

負債合計 3,441,664 4,942,983 8,384,647 
(純資産の部)

Ⅰ 株主資本 
   資本金 502,971 102,843 605,814 
   資本剰余金 773,623 30,847 804,470 
   利益剰余金 2,367,278 379,624 2,746,902 
   自己株式 △ 269,680 ― △ 269,680 
    株主資本合計 3,374,192 513,314 3,887,506 
Ⅱ 評価・換算差額等 
   為替換算調整勘定 △ 292,113 △ 5,436 △ 297,549 
   その他評価・換算差額等 △ 5,532 △ 2,825 △ 8,357 
    評価・換算差額等合計 △ 297,645 △ 8,261 △ 305,906 
Ⅲ 新株予約権 1,864 ― 1,864 
Ⅳ 少数株主持分 333,264 6,517 339,781 
    純資産合計 3,411,675 511,570 3,923,245 
    負債純資産合計 6,853,339 5,454,553 12,307,892 
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（2）自動車事業セグメントと販売金融事業セグメントを区分した要約第１四半期連結損益計算書 

 
  

（3）自動車事業セグメントと販売金融事業セグメントを区分した要約第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 
 (注) １ 「自動車事業及び消去」の短期借入金の純増減額は、「販売金融事業」への貸付金純 

      減少84,547百万円の消去額を含めて表示している。 

     ２ 「自動車事業及び消去」の長期借入金の変動及び社債の償還は、「販売金融事業」への 

     貸付金純増加37,648百万円の消去額を含めて表示している。 

(自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

自動車事業
及び消去 
(百万円)

販売金融事業
(百万円)

連結計 
(百万円)

売上高 2,167,441 179,810 2,347,251 
売上原価 1,752,814 132,531 1,885,345 

売上総利益 414,627 47,279 461,906 
営業利益率 2.7％ 11.7％ 3.4％ 

営業利益 58,929 21,017 79,946 
金融収支 △ 623 98 △ 525 
その他営業外損益 3,860 △ 814 3,046 

経常利益 62,166 20,301 82,467 
税金等調整前四半期純利益 55,284 20,001 75,285 
四半期純利益 44,830 7,968 52,798 

(自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

自動車事業
及び消去 
(百万円)

販売金融事業
(百万円)

連結計 
(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
  税金等調整前四半期純利益 55,284 20,001 75,285 
  減価償却費 115,037 84,741 199,778 
  販売金融債権の増減額 
    (△は増加) △ 101,338 230,658 129,320 
  その他 △ 354,640 △ 7,010 △ 361,650 
  営業活動による 
  キャッシュ・フロー △ 285,657 328,390 42,733 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
  投資有価証券の売却に 
  よる収入 405 ― 405 
  固定資産の売却による収入 13,167 29 13,196 
  固定資産の取得による支出 △ 108,680 △ 2,145 △ 110,825 
  リース車両の取得に 
  よる支出 △ 3,146 △ 213,125 △ 216,271 
  リース車両の売却に 
  よる収入 494 143,290 143,784 
  その他 △ 9,203 △ 73,276 △ 82,479 
  投資活動による 
  キャッシュ・フロー △ 106,963 △ 145,227 △ 252,190 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  短期借入金の純増減額 
  (△は減少) 215,774 △ 333,926 △ 118,152 

  長期借入金の変動及び社債 
  の償還 125,667 106,394 232,061 
  社債の増加額 ― 43,336 43,336 
  その他 △ 105,891 △ 190 △ 106,081 
  財務活動による 
  キャッシュ・フロー 235,550 △ 184,386 51,164 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 25,359 79 25,438 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
     (△は減少) △ 131,711 △ 1,144 △ 132,855 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 574,963 9,139 584,102 
Ⅶ 新規連結に伴う現金 
  及び現金同等物の増加額 2,387 6,054 8,441 
Ⅷ 現金及び現金同等物の四半期末残高 445,639 14,049 459,688 
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【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国及び地域 

 (1) 北米……米国、カナダ、メキシコ 

 (2) 欧州……フランス、イギリス、スペイン他欧州諸国 

 (3) その他…アジア、大洋州、中近東、メキシコを除く中南米、南アフリカ 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

 (1) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号平成18年５月17日）を適用している。 

これにより、売上高は欧州で33,549百万円,その他在外で6,044百万円それぞれ減少している。また営業

利益は、北米で539百万円、欧州で422百万円それぞれ増加し、その他在外で99百万円減少している。 

 (2) 販売奨励金の計上区分 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より提出会社及び国内連結子会社の販売奨励金を売上高から控除する方法に変更した。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較し、日本の売上高は、3,061百万円減少している。 

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

 ２ 国または地域の区分は、地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している。 

 ３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

  (1) 北米……米国、カナダ、メキシコ 

  (2) 欧州……フランス、イギリス、スペイン他欧州諸国 

  (3) その他…アジア、大洋州、中近東、メキシコを除く中南米、南アフリカ 

 ４ 会計処理基準に関する事項の変更 

   「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号平成18年５月17日）を適用している。 

これにより、海外売上高は、欧州で33,549百万円、その他在外で6,044百万円それぞれ減少している。 

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
（百万円）

その他在外
(百万円)

計
(百万円)

消去 
（百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

580,161 859,579 458,109 449,402 2,347,251 ― 2,347,251

 (2) セグメント間の 
   内部売上高 

593,068 47,519 41,945 21,144 703,676 (703,676) ―

計 1,173,229 907,098 500,054 470,546 3,050,927 (703,676) 2,347,251

 営業利益 28,276 10,098 10,958 22,964 72,296 7,650 79,946

北米 欧州 その他在外 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 831,493 467,140 549,357 1,847,990

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 2,347,251

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

35.4 19.9 23.4 78.7
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載していない。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

  

１ １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 879円36銭 １株当たり純資産額 860円17銭 

当第１四半期連結会計期間末
平成20年６月30日

前連結会計年度末
平成20年３月31日

純資産の部の合計額(百万円) 3,923,245 3,849,443

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 341,645 344,479

 (うち新株予約権) 1,864 1,714

 (うち少数株主持分) 339,781 342,765

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計年度
末)の純資産額(百万円) 

3,581,600 3,504,964

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結会
計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数(千株) 

4,072,970 4,074,721

２ １株当たり四半期純利益金額

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12円96銭

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期純利益(百万円) 52,798

普通株主に係る四半期純利益(百万円) 52,798

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,073,389

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要 

―
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該当事項なし。 

  

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成20年８月６日

日産自動車株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

   

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

産自動車株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産自動車株式会社及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  
追記情報 

(1) 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更３に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用して

いる。 

(2) 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更３に記載のとおり、提出会社及び国

内連結子会社は当第１四半期連結会計期間より販売奨励金を販売費及び一般管理費に計上する方法から

売上高から控除する方法に変更した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  古  川  康  信  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  太  田  建  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  室  橋  陽  二  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀        健  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月８日 

【会社名】 日産自動車株式会社 

【英訳名】 NISSAN MOTOR CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  カルロス ゴーン 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 横浜市神奈川区宝町２番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役カルロス ゴーンは、当社の第110期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年

６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はない。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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